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意 見 書 

 

私ども消費者機構日本（以下「当機構」という）は、消費者契約に関する調査、

研究、事業者への不当行為の是正申入れ、消費者への情報提供等を通じ、消費者

被害の拡大防止を図ることを目的に、消費生活の専門家と法律の専門家並びに

消費者団体などから構成されている特定非営利活動法人です。 
 

 近年、道路交通法第９８条第２項の規定による届出をしたものの、同法第９９

条第１項の指定を受けない自動車教習所（以下「届出教習所」といいます。）の

広告と実態とが食い違うことを理由とした消費者からの相談や情報提供がしば

しばみられるため、貴庁にご案内すると共に、法令等の違反が認められる場合に

は、積極的に規制権限を行使されるよう申し入れます。 

 すなわち、届出教習所の中には、道路交通法第９９条第１項の指定を受けた自

動車教習所（以下「指定教習所」といいます。）と比較した上で、短い期間で運

転免許を取得しうる旨、安価な料金で運転免許を取得しうる旨、教習の予約がと

りやすい旨等を広告に掲げて集客を図る事業者がみられます。しかしながら、指

定教習所に通所する者は、仮免許試験を通所する教習所で受けることができ、ま

た教習所における技能検定に合格すれば運転技能試験の免除を受けられる一方、

届出教習所に通所する者は、これらの試験を試験場にて受験する必要がありま

すが、運転技能試験に合格できなかった場合に再度運転技能試験を受験しよう

とすると、改めて教習を受ける必要があります。しかも、初めて走行する道路で

の試験になるなど試験場における運転技能試験は必ずしも容易なものではなく、

合格できない可能性も十分にあるものです。 

 上記のような実態を踏まえると、届出教習所における教習が指定教習所にお

ける教習と比較して短い期間で、また安価な料金で運転免許を取得しうるとは

必ずしもいえず、届出教習所における教習には上記のような不利益があること

の説明がなされるべきです。 
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 また、届出教習所は、指定教習所として認められるのに必要な規模の施設を持

たないところがあり、このような教習所においては、指定教習所と比較して必ず

しも教習の予約がとりやすいとはいえず、また外部の施設を借りて教習所を実

施していることもあるため、予約がとりやすくても遠方の施設まで出向かなけ

ればならないこともあります。 

 上記のような実態を踏まえますと、指定教習所と比較した上で、短い期間で運

転免許を取得しうる旨、安価な料金で運転免許を取得しうる旨、教習の予約がと

りやすい旨等を広告に表示することは、景表法第５条が禁止する優良誤認表示、

ならびに所謂打消し表示のガイドラインにおける打消し表示の不足に該当する

可能性があり、これらの表示が措置命令の対象に該当する場合がありうるもの

と思料します。 

したがいまして、貴庁には、届出教習所の広告の表示には注意を払っていただ

き、必要に応じて措置命令等の必要な権限を行使することをご検討いただきた

く願います。 
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